
（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00255

事務事業評価調書
事務事業名 子育て短期支援事業

担当部名 児童部 室課名 家庭児童相談課 室課長名 田家　学

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成６年度 改正
内容

吹田市子育て短期支援事業実施要綱において、当該事業を利用する児童の保護者が負担する費用に
ついてより明確に規定。直 近 の 改 正 平成２７年度

根拠法令等 児童福祉法、吹田市子育て短期支援事業実施要綱

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 03 健康で安心して暮らせるまちづくり 節 01 細節 22

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 家庭における養育が一時的に困難となる児童

　目標
（どういう状態にしたいのか）

児童福祉施設において一定期間、児童の養育を行う

　結果
（どのような効果が得られるのか）

児童及びその家庭の福祉の増進を図る

事業概要
保護者の仕事、疾病、出産その他の理由により家庭における児童の養育が一時的に困難となった場合に、一定期間、児童養護施設や乳
児院で養育を行う。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 03 項 02 目 01 大事業 03 中事業 04 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 210 210 241 325 241

　  人件費
職員数 人 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 2,088 2,010 2,043 1,976 2,013

総事業費（Ａ＋Ｂ） 2,298 2,220 2,284 2,301 2,254

特定財源（Ｃ） 140 138 160 198 160

80

府 70 69 80 99 80

国 70 69

0

市負担（Ｄ） 2,158 2,082 2,124 2,103 2,094

（
内
訳

）

80 99

0

一般財源 2,158 2,082 2,124

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

2,103 2,094

財源計（Ｃ＋Ｄ） 2,298 2,220 2,284 2,301 2,254

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

大阪西本願寺常照園

松柏学園

大阪水上隣保館乳児院

主な委託内容 宿泊または通所による児童の養育

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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支
援
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推
進

２　評価の指標等

事業番号 00255

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

延利用日数
目標値 （単位：人） 47.00 41.00 51.00

実績値 （単位：人） 41.00 51.00

達成度(%) 87.2 124.4

目標値
の積算
方法

前年の利用実績による

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 54.15 46.43

一般財源（単位：千円） 50.78 42.55

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値 （単位：）

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

保護者の養育負担を一時的に軽減することがで
きた。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

保護者が事情により家庭における児童の養育が一時的に困難な場合に、児童
福祉施設で一時的に養育を行い育児負担を軽減する。

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

この事業は、保護者の仕事や疾病等の理由により家庭における養育が困難となる児童に対し、児童福祉
施設において一時的に養育を行うことで、児童およびその家庭の福祉の増進を図ることを目的として実施
しています。また、保護者の一時的な育児負担の軽減にも寄与しています。利用希望者の増加に伴い、今
後、利用枠の拡大を検討する必要があります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）

 拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 家庭児童相談課

事務事業番号 00255 事業名 子育て短期支援事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

20

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点）

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点）

94 　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 家庭児童相談課 事務事業番号 00255

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

保護者の疾病等緊急な事由により、家庭における児童の養育が一時的に困難となった場合等の児童の養
育のために必要な事業であり、有効性、妥当性は高いと考えます。また、コストについても、事業費、受益
者負担ともに近隣市と同等の水準となっています。当該事業を利用することで緊急時の支援だけではなく、
保護者の子育て負担を軽減し、育児ストレスの解消を図ることも、虐待の予防の観点から重要であると考
えています。今後の課題として、施設の空き状況により希望どおりに利用できないこともあるため、他の
サービス等の利用も含め、利用枠の拡大などニーズへの適切な対応に努める必要があります。
平成27年度から、「吹田市子ども・子育て支援事業計画」中、子育て短期支援事業として実施しています。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00256

事務事業評価調書
事務事業名 子ども見守り家庭訪問事業

担当部名 児童部 室課名 家庭児童相談課 室課長名 田家　学

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１８年度 改正
内容

市町村に子育て支援事業の一環として乳児家庭全戸家庭訪問事業を行うよう努力義務を課す。
直 近 の 改 正 平成２１年度

根拠法令等 児童福祉法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 03 健康で安心して暮らせるまちづくり 節 01 細節 31

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 生後４か月児までの乳児がいる家庭

　目標
（どういう状態にしたいのか）

地域での見守りを実施することで、子育てに適した社会環境を作る。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

子どもを見守る地域のネットワークを構築し、児童虐待の未然防止を図る。

事業概要
民生児童委員協議会と連携し、民生児童委員、主任児童委員が生後４か月までの乳児がいる家庭を訪問し、地域の子育て支援に関する情
報提供を行ったり、子育てについて悩みのある家庭を専門的な機関へと繋いでいくことで、地域からの孤立を防ぐ。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 03 項 02 目 01 大事業 03 中事業 05 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 284 254 274 193 274

　  人件費
職員数 人 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 2,088 2,010 2,043 1,976 2,013

総事業費（Ａ＋Ｂ） 2,372 2,264 2,317 2,169 2,287

特定財源（Ｃ） 188 168 182 128 182

91

府 94 84 91 64 91

国 94 84

0

市負担（Ｄ） 2,184 2,096 2,135 2,041 2,105

（
内
訳

）

91 64

0

一般財源 2,184 2,096 2,135

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

2,041 2,105

財源計（Ｃ＋Ｄ） 2,372 2,264 2,317 2,169 2,287

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00256

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

生後４か月までの乳児がいる世帯への訪問
数 目標値 （単位：件） 3,285.00 3,453.00 3,443.00

実績値 （単位：件） 3,453.00 3,443.00

達成度(%) 105.1 99.7

目標値
の積算
方法

前年度出生数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.66 0.65

一般財源（単位：千円） 0.61 0.61

②

指標
内容

家庭訪問したなかで、保護者等と面談でき
た割合 目標値 （単位：％） 70.00 70.00

目標値
の積算
方法

70.00

実績値 （単位：％） 57.70 56.80

達成度(%) 82.4 81.1

訪問世帯全体の７０％で面談できるようにす
る 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 39.24 39.37

一般財源（単位：千円） 36.33 37.11

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

地域の子育て支援に関する情報提供や、養育困難な家庭を早期に発見するこ
とで、子育て家庭の孤立を防ぎ、虐待の未然防止を図る。

達成
状況

対象となる家庭を全戸訪問し面談・情報提供を行
い、孤立化防止が図られている。

    終期の設定

評価の説明

本事業は、児童福祉法により子育て支援事業として市町村において実施することが努力義務とされている乳
児家庭全戸訪問事業に位置付け、民生・児童委員協議会と連携して実施しています。民生・児童委員、主任
児童委員が各家庭を個別に訪問することで、子育て家庭にとっては地域とつながるきっかけになり、支援を
必要とする家庭の早期発見にもつながります。地域で子育て家庭を見守り、支援することで孤立を防ぎ虐待
予防にもつながることから、今後も継続して実施するとともに、訪問時不在家庭のフォローの方策を検討する
必要があります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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事務事業分析シート
所属名 家庭児童相談課

事務事業番号 00256 事業名 子ども見守り家庭訪問事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 92

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 家庭児童相談課 事務事業番号 00256

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

４か月までの乳児を養育している家庭を地域で見守り、孤立を防ぐ役割を持つこの事業は、養育者の子育て
負担感を軽減し、虐待の未然防止を図るという観点からも重要であると考えます。また、転勤等で他市から
転入し、地域の情報がなく不安を感じている保護者にとっては、民生・児童委員、主任児童委員が訪問する
ことで地域とつながる機会になっています。民生・児童委員、主任児童委員からの報告により気になる家庭
があれば、専門機関につなぐ等の支援を行っています。今後の課題としては、家庭訪問して保護者と面談で
きた割合が目標値を達成できるよう、その向上に向け検討が必要と考えます。併せて、訪問時不在家庭の
フォローの対応とその担い手確保が必要となっています。平成27年度から、「吹田市子ども・子育て支援事業
計画」中、乳児家庭全戸訪問事業として実施しています。
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持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00257

事務事業評価調書
事務事業名 育児支援家庭訪問事業

担当部名 児童部 室課名 家庭児童相談課 室課長名 田家　学

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１８年 改正
内容

市町村に子育て支援事業の一環として養育支援訪問事業を行うよう努力義務を課す。
直 近 の 改 正 平成２１年

根拠法令等 児童福祉法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 03 健康で安心して暮らせるまちづくり 節 01 細節 31

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 児童の養育に支援が必要な保護者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

子育てに関する相談、助言等の支援を行い、養育が適切に行われるようにする。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

子育て家庭の孤立化を防ぎ、児童虐待の未然防止を図る。

事業概要
保育士や保健師等の資格を有するボランティアの育児支援家庭訪問員が子育てに悩んでいる家庭を訪問し、一定期間、養育に関する相
談や育児スキルの助言などの支援を行う。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 03 項 02 目 01 大事業 03 中事業 06 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 400 241 420 356 420

　  人件費
職員数 人 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 2,088 2,010 2,043 1,976 2,013

総事業費（Ａ＋Ｂ） 2,488 2,251 2,463 2,332 2,433

特定財源（Ｃ） 266 160 280 236 280

140

府 133 80 140 118 140

国 133 80

0

市負担（Ｄ） 2,222 2,091 2,183 2,096 2,153

（
内
訳

）

140 118

0

一般財源 2,222 2,091 2,183

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

2,096 2,153

財源計（Ｃ＋Ｄ） 2,488 2,251 2,463 2,332 2,433

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00257

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

延べ訪問回数
目標値 （単位：回） 223.00 185.00 375.00

実績値 （単位：回） 185.00 251.00

達成度(%) 83.0 135.7

目標値
の積算
方法

子ども・子育て支援事業計画に基づく

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 12.17 9.56

一般財源（単位：千円） 11.30 8.62

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値 （単位：）

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

虐待の未然防止、重症化の予防が図られた。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

居宅において直接、育児支援を行うことで、子育ての負担感や不安を軽減し、
健やかな子どもの成長を見守る。

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

本事業は、児童福祉法により子育て支援事業として市町村において実施することが努力義務とされている
養育支援訪問事業に位置付け、実施しています。子育て不安が強く、養育に支援が必要な家庭を育児支
援家庭訪問員が訪問し、直接支援や助言を行うことで、育児ストレスの軽減やスキルの向上、虐待の未然
防止が図られます。特に虐待のリスクが高い家庭に対しては、育児支援家庭訪問員の定期的な訪問が子
育ての孤立化を防ぎ、虐待の重症化防止にも寄与しています。今後、潜在している需要の掘り起こしととも
に、担い手の確保を図りながら、継続して実施することが必要です。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）

 拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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事務事業分析シート
所属名 家庭児童相談課

事務事業番号 00257 事業名 育児支援家庭訪問事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点）

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点）

90 　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 家庭児童相談課 事務事業番号 00257

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

子どもの養育に不安を抱える家庭を訪問し、保護者へ直接、子育てスキルの助言等を行うことで、虐待の
未然防止につながっています。特に、就学前の子どもを在宅で養育している保護者にとっては、子育てを
地域で見守り、支援に繋いでいく重要な役割を果たしています。支援を必要としている家庭を把握し、多様
なニーズに対応していくためには、専門性を有する育児支援家庭訪問員の増員を図り、スキルの向上に努
める必要があると考えています。併せて、潜在するニーズの掘り起こしを図るとともに、平成27年度から
「吹田市子ども・子育て支援事業計画」中、養育支援訪問事業として実施しています。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00259

事務事業評価調書
事務事業名 児童虐待防止対策事業

担当部名 児童部 室課名 家庭児童相談課 室課長名 田家　学

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１３年度 改正
内容

要保護児童対策地域協議会の支援対象を要支援児童や特定妊婦まで拡大。
直 近 の 改 正 平成２１年度

根拠法令等 子どもの権利条約、児童福祉法、児童虐待の防止等に関する法律

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 03 健康で安心して暮らせるまちづくり 節 01 細節 31

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 １８歳未満の児童とその家族、及び妊婦

　目標
（どういう状態にしたいのか）

家庭、学校、関係機関、地域が連携して、児童虐待の防止に努める。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

児童の権利養護、福祉の増進。

事業概要
児童虐待に関する相談や通告への対応を行うとともに、吹田市児童虐待防止ネットワーク会議の事務局として、子どもに関わる機関と連携
して児童虐待の早期発見、重症化防止に努める。また、子どもの人権を守る意識を高め、児童虐待防止についての理解を深めるため、講
演会や街頭での啓発物品の配布など啓発活動を行う。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 03 項 02 目 01 大事業 04 中事業 01 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 8,884 8,644 4,677 4,593 4,962

　  人件費
職員数 人 5.45 5.00 6.50 6.50 8.25

総額 （B) 千円 45,519 40,195 53,105 51,350 66,429

総事業費（Ａ＋Ｂ） 54,403 48,839 57,782 55,943 71,391

特定財源（Ｃ） 391 398 402 381 438

141

府 179 254 265 256 285

国 179 110

12

市負担（Ｄ） 54,012 48,441 57,380 55,562 70,953

（
内
訳

）

121 112

0

一般財源 54,012 48,441 57,380

13その他 33 34 16

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

55,562 70,953

財源計（Ｃ＋Ｄ） 54,403 48,839 57,782 55,943 71,391

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00259

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

相談対応件数
目標値 （単位：件） 860.00 1,053.00 1,037.00

実績値 （単位：件） 1,053.00 1,037.00

達成度(%) 122.4 98.5

目標値
の積算
方法

過去の実績に基づく

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 46.38 55.64

一般財源（単位：千円） 46.00 55.27

②

指標
内容

個別ケース会議開催回数
目標値 （単位：回） 113.00 124.00

目標値
の積算
方法

128.00

実績値 （単位：回） 124.00 128.00

達成度(%) 109.7 103.2

過去の実績に基づく

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 393.86 450.77

一般財源（単位：千円） 390.65 447.79

児童虐待による重大事故の発生件数
目標値 （単位：件）

②

指標
内容

目標値 （単位：）

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：件） 0.00 1.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

児童の死亡事例を防ぐ

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 57,698.00

一般財源（単位：千円） 0.00 57,317.00

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

成果指標①達成度２７年度１００％成果指標（後
日エクセルデータ修正）

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

児童虐待相談の内容から虐待リスクをアセスメントし、助言、指導、警告等、支援方針にそって適切に対応
することで、未然防止、再発防止に努めています。また、関係機関等との連携を強化し虐待発生のリスクが
高い家庭の把握に努め、重症化防止に積極的に取組んでいます。さらに、人権を守る意識を高め、虐待防
止の取り組みへの関心を広めていくために、講演会やＷリボンマークの普及など啓発活動にも取り組みな
がら、今後も子どもたちの安全を守り、健やかな成長を社会全体で見守ることができるよう、子育て家庭を
支援していく必要があると考えます。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）

 拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 家庭児童相談課

事務事業番号 00259 事業名 児童虐待防止対策事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

20

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点）

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

　ｂ．事業費は増大したが、市負担はそれほど増加していない。（3点） 3

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点）

92 　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）

14

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 家庭児童相談課 事務事業番号 00259

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

本事業は、担当する職員にスキルと経験を必要とするため、保健師等の資格を有する職員を配置し常に
自己研鑚しながら、的確な虐待リスクアセスメントを行えるよう努めています。相談対応件数は引き続き多
い状況が続いており、一因として児童虐待防止に関する市民の関心の高さがあります。また、相談内容は
複雑・多様化し、複合的な視点での問題解決が必要なケースが増大しています。このような状況を踏まえ、
平成28年度に担当職員を2人増員し相談体制の強化を図りました。この人件費の増加に伴い事業費が増
大していますが、今後も関係機関との連携を強化し個別ケースへ丁寧に関わりながら、児童虐待の早期発
見、未然防止に努める必要があると考えます。また今後、緊急対応後等の在宅での見守りケースについ
て、継続的に支援できる体制整備が求められています。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01412

事務事業評価調書
事務事業名 親支援プログラム事業

担当部名 児童部 室課名 家庭児童相談課 室課長名 田家　学

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２７年度 改正
内容直 近 の 改 正

根拠法令等 吹田市親支援プログラム実施要項

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 03 健康で安心して暮らせるまちづくり 節 01 細節 31

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 ２歳から１２歳までの子どもの親で、子育てに困っていたり虐待に悩む親

　目標
（どういう状態にしたいのか）

子育てに自信を持ち楽しく前向きに取り組めるようにする

　結果
（どのような効果が得られるのか）

児童虐待の未然防止

事業概要
子育て中の親が、子育てスキルの習得や子育てのさまざまな困難な局面において自ら解決していく力を培う参加体験型学習プログラム「トリ
プルＰ（前向き子育てプログラム）」を実施。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 03 項 02 目 01 大事業 04 中事業 02 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 505 546 520 529

　  人件費
職員数 人 0.00 0.24 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 0 1,930 2,043 1,976 2,013

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 2,435 2,589 2,496 2,542

特定財源（Ｃ） 0 505 546 520 529

0

府 0 505 546 520 529

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 0 1,930 2,043 1,976 2,013

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 0 1,930 2,043

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

1,976 2,013

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 2,435 2,589 2,496 2,542

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01412

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

参加者数
目標値 （単位：人） 24.00 24.00 24.00

実績値 （単位：人） 18.00 19.00

達成度(%) 75.0 79.2

目標値
の積算
方法

募集定員

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 135.28 134.89

一般財源（単位：千円） 107.22 107.53

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

プログラムの有効性
目標値 （単位：％）

②

指標
内容

目標値

100.00 100.00 0.00

実績値 （単位：％） 95.00 100.00

達成度(%) 95.0 100.0

目標値
の積算
方法

有効性の認められた参加者の比率

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 25.63 25.63

一般財源（単位：千円） 20.32 20.43

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

「トリプルＰ（前向き子育てプログラム）」は、平成２６年度まで実施していた「ＭＹ　ＴＲＥＥペアレンツプログラム
事業」を見直し、新たに導入した親支援プログラムです。参加者の受講後のアンケートによると、子育てスキ
ルの改善や子育てへの充実感や自信の向上等、多くの参加者にプログラム受講による効果が認められまし
た。今後も受講を希望するニーズを充足し、効果の検証を行いながら、より有効性の高いメニューへの見直し
も含め、親支援プログラムとして継続して実施する必要があると考えます。（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点
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点
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点
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点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 家庭児童相談課

事務事業番号 01412 事業名 親支援プログラム事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

16

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 88

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 家庭児童相談課 事務事業番号 01412

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

子育て中の親が子育てに自信を持ち、前向きに取り組めるよう、平成27年度から新たに実施したプログラム
です。参加者のプログラムへの評価は高く、満足度も高い結果が得られていますが、個別に抱える困難さ等
の問題でプログラム受講だけでは改善が難しいケースもあります。今後は、より効果的なプログラムへの見
直しの検討もしながら、プログラム受講による効果を最大限に引き出し、丁寧な個別支援を行い、児童虐待
の未然防止の推進に努める必要があります。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01682

事務事業評価調書
事務事業名 子どもの生活支援事業

担当部名 児童部 室課名 家庭児童相談課 室課長名 田家　学

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２８年度 改正
内容直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 子どもの貧困対策の推進に関する法律、子供の貧困対策に関する大綱

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 03 健康で安心して暮らせるまちづくり 節 01 細節 11

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 １８歳未満の児童とその家族

　目標
（どういう状態にしたいのか）

子どもたちの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の解消及び貧困の連鎖を断ち
切るため子どもの生活に関する実態を把握し効果的な支援のあり方の検証とともに新たな施策の構築を検討
する。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

子どもの貧困解消と貧困の連鎖を断ち切る

事業概要
「子供の貧困対策に関する大綱」に基づき、本市の子どもを取り巻く現状の分析と課題を整理し、子どもの貧困に関する指標や取り組むべき
事業の検討を行い、関係部局間の有機的な連携を図り、さらには地域の社会資源との連携や掘り出し等への発展を目指します。

H28事業別

予算コード

会計 款 項 目 大事業 中事業 小事業

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 0 7,196 7,028 302

　  人件費
職員数 人 0.00 0.00 1.00 1.00 0.50

総額 （B) 千円 0 0 8,170 7,900 4,026

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 15,366 14,928 4,328

特定財源（Ｃ） 0 0 7,196 7,014 302

0

府 0 0 7,196 7,014 302

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 0 0 8,170 7,914 4,026

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 0 0 8,170

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

7,914 4,026

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 0 15,366 14,928 4,328

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01682

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

実態調査回収率
目標値 （単位：％） 0.00 50.00 0.00

実績値 （単位：％） 0.00 47.40

達成度(%) 0.0 94.8

目標値
の積算
方法

調査実施当初の想定による

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 148.27

一般財源（単位：千円） 0.00 0.30

②

指標
内容

子どもの貧困対策に関するワーキングを開
催する 目標値 （単位：回） 0.00 2.00

目標値
の積算
方法

4.00

実績値 （単位：回） 0.00 2.00

達成度(%) 0.0 100.0

ワーキング発足当初からの設定による

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 3,514.00

一般財源（単位：千円） 0.00 7.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

子どもの生活に関する実態調査を実施したことにより、子どもを取り巻く現状を
浮き彫りにし、見えにくいとされている子どもの貧困の可視化に資することができ
た。 達成

状況

子どもの生活実態調査結果を今後の検討の基礎
資料として庁内で共有し、ワーキングで検討を始
めることができた。

    終期の設定

評価の説明

　平成２８年度より子どもの貧困問題を検討するために設置された庁内横断組織である「子どもの貧困対策
に関するワーキングチーム」を設置し、子どもの貧困の解消及び貧困の連鎖を断ち切るための課題への取
組みを進めており、今後は既存事業の見直しや新規事業といった具体的な施策の検討や貧困の解消や生
活実態の改善を図るために必要な指標の設定を行うとともに「子どもの貧困対策に関する事業プラン」を策
定します。（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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事務事業分析シート
所属名 家庭児童相談課

事務事業番号 01682 事業名 子どもの生活支援事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 92

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 家庭児童相談課 事務事業番号 01682

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

子どもの生活に関する実態調査の結果、子どもが多種多様な問題を抱えている実態が判明しました。広範
囲に渡る問題への効果的な支援の実施には、子どもに関する事業を有する庁内の関係部局がそれぞれ取
組む課題を共有し、相互の役割を補完しながら有機的連携を図りつつ進める必要があります。また、今回の
調査により大規模データが得られましたがより詳細な分析には相当の期間を要するため、長期的視野に立
ち調査結果の分析を継続的に行いその都度事業展開への活用を図れるよう庁内の推進体制を整える必要
があると考えます。
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